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年度 昭40 50 60 平7 12 16 17 18 19 20
予算額
一般会計予算（Ａ） 36,581 212,888 524,996 709,871 849,871 821,109 821,829 796,860 829,088 830,613
一般歳出予算（Ｂ） 29,199 158,408 325,854 421,417 480,914 476,320 472,829 463,660 469,784 472,845
社会保障関係費（Ｃ） 5,184 39,282 95,740 139,244 167,666 193,787 203,808 205,739 211,341 216,132
厚生労働省予算（Ｄ） 4,787 39,067 95,028 140,115 168,703 201,910 208,178 209,417 214,769 221,223
























歳出予算比（Ｅ／Ｂ） 3.6 3.4 3.3 2.5 2.6 3.7 4.1 4.4 4.2 4.2
対社会保障
関係予算比（Ｅ／Ｃ） 20.4 13.6 11.3 7.6 7.3 9.0 9.4 9.9 9.4 9.3










03年度 04年度 05年度 06年度
不正受給件数 9264件 10911件 12535件 14669件


























































































































































































































































































































































03年度 17930 23260 23260
04年度 9670 23260 23260
05年度 3760 15510 23260
06年度 廃止 7750 23260
07年度 廃止 15510
08年度 7750
09年度 廃止
　　　都市部の支給額、母子加算は　　　（　　　　　　　　　　　　　）子供１人の場合
図表⑩　（平成20年12月25日　朝日新聞）
　平成20年６月の東京地裁の判決は老齢加算の廃止決定に裁量権の逸脱はな
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く、適法であると判断した。注17）また、平成20年12月の広島地裁の判決は、
母子加算にしては、母子世帯に、一般世帯の支出総額と比較して加算に相当
するほどの特別な需要があるとは言い難いと述べ、廃止に違法性はないと判
断した。
　「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」の委員を務め、この両判決
に証人として出廷した布川日佐史静岡大教授は、厚生労働省の加算制度廃止
はこの専門委員会の提言を受けて行われたと主張していたが、布川教授の「専
門委員会は老齢加算の無条件の廃止を結論付けていないし、母子加算の廃止
についても慎重に議論、検討すべきだとした」との証言は注目されるし注18）、
母子家庭の比較対象にした家庭はわずか32世帯（平成20年６月26日　朝日新
聞）という調査は、果たして信頼できるのか疑問が残る。
５　結びにかえて
（１）保護対象者増加原因
　被保護人員、世帯数、保護申請の増加の原因はいろいろ考えられるが、バ
ブル経済の崩壊に伴って経済不況のため、正規労働者を派遣・契約社員やパー
ト労働者に切り換えるなどのの不安定雇用が増加し、リストラが横行したこ
とや、賃金の切り下げ、営業時間の延長、人員の削減などが常態化し、働い
ても生活できないという「ワーキングプア」問題が発生したことがあげられ
よう。このような経済危機の下、生存権保障の意義はますます重要になって
きている。然るに生活保護の現場では、これまで述べたような違法な法運用
や「補足性」を過度に強調することによって生活保護制度の本来の機能が喪
失しかかっているのは何故か。
　その最も大きな原因は国と地方自治体の財政赤字によるものである。この
赤字解消の路線として、国は構造改革路線を採用した。この構造改革路線を
支える論理が政府の規制や介入を排除し、市場原理を自由競争に任せる新自
由主義である。この考え方は福祉の分野では「自律自助の強調」「競争原理
の導入」や「効率的な」福祉を実現することである。「新自由主義」に基づ
く福祉の考え方は、福祉における国の責任の後退、効率優先、市場主義優先
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の福祉を招き、生活保護や無拠出等の縮小、後退を必然的に招くことになる
のである。また行政における弱者に対するセーフティーネット機能をともす
れば軽視することになる。注19）従って生活保護人員の増加は単なる個人の「自
己責任論」に基づくものではない。たとえば首都圏の小学校で臨時教員とし
て働く50代の女性は、年収80万円、生活保護で月５万円前後を受給。注20）53
歳清掃員は月26日働いて月手当12万円、生活保護費２万4221円受給。注21）こ
の実例などで明らかなようにまじめに働いていても人間らしい生活ができな
いのが現状である。
　生活保護対象者増加の原因は前述の経済関係にあることに間違いはない
が、現在の日本社会構造の変化にもその原因が存在すると考える。すなわち、
1990年ごろまでは、個人と国民生活の間に様々な「中間集団」があり、個人
に生じた生活リスクを引き受けてきた。個人の側から見れば、リスクに見
舞われそうになった時それが現実化するのを防いでくれる中間集団が存在し
た。
　それは第１に家族であり企業であった。親族、コミュニティーもある程度
まで期待できた。家族の領域でも離婚したり、親が病気になり亡くなったり
しても親戚や近所の人が助けてくれた。病気や進学等急にお金がいるような
ときには、お金を都合してくれる「頼母子講」があった。
　しかし1990年代以降、中間集団が様々な生活リスクから個人を守れなくな
る事態が生じている。生活水準が高くなったため、家族だからといっても頼
れない。企業も同じである。「リストラ」という名の人員整理が盛んであり、
失業した男性社員を家族が守ってくれるどころか「失業離婚」というケース
さえある。注22）
　個人的対処への公共的支援が必要となってきている。中谷巌も村、大家族、
会社の存在が人々には安定感を与え、貧乏にも耐えられたが、アメリカ流の
経営手法の導入により、会社はもはや共同体でなくなり、所得の稼ぎ場所に
転じた。日本人は大昔から他人への配慮を忘れず、絆を大切に、お互いに助
け合う共同体的生活であったが、現在格差拡大による貧乏層が目立って増え、
日本社会の温もりが消え、人と人との絆が希薄になり、人心が荒み始めたと
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述べている。注23）
（２）憲法25条の理念
　憲法25条は「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を
有する」と規定する。つまり、国民には人間らしい生活ができるように配慮
すべきことを国に対して要求する「権利」がある、ということである。従って、
国の側からすれば、すべての国民に対して人間に値する生活を保障する「義
務」を憲法上負わされているわけである。ところが、ここにいう「権利」は
実は権利ではないのだ、という議論がある。いわゆる「プログラム規定」で
ある。
　「プログラム規定説」とは、憲法25条は、個々の国民に対して具体的な請
求権を付与したものでなく、「国が常に、そのことにつき努力すべきである
という、将来の政治や立法に対する基本的方向を提示したもの」であって「国
の政治的・道徳的義務を明らかにした」ものに過ぎないと説く見解である。
　憲法25条は、国の努力目標を定めたものであって法的な義務を課すもので
なく、従って国がその「努力」を怠ったとしても、政治議論の対象となりう
ることはともかく、法律問題にならない、というのである。
　この説が「通説」として君臨したのは、弱小を切り捨てひたすら経済発展
を追求する支配体制にとって一番都合のよい理屈だったからである。最高裁
は憲法25条について、この規定は国の政治的道徳的義務であるといういわゆ
る「プログラム規定説」を採り続けている。しかし今日、学説レベルでは生
存権を「法的権利」としてとらえる法的権利説が支配的である。これは、憲
法25条は単なる立法者の道義的義務ではなく国民の権利ではあるが、個別的
な法律を規定にすることによりはじめて具体的な権利となるとする抽象的権
利説と、同様に立法によりはじめて具体的権利となるが立法がなされていな
い場合にはその不作為が違憲であることを確認する訴えも提起できるとする
具体的権利説に分けることができるが、学説の多くは具体的権利説には批判
的見解を取っている。
　また、「健康で文化的な最低限度の生活」は財政政策や予算の事情など国
生活保護制度の現状と課題
─ 49 ─
の都合でそれを切り下げることは許されない。
　すべて国民が「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」とい
うことは、最低限度の生活を営み得なくなったときにはじめて権利が発生す
るということでなく、どのような場合でも、すべての国民が最低限度の生活
を下回ることのないようにすることこそが、この権利の実現であると考える
べきである。注24）
　以上のように憲法25条解釈すると、憲法の下で存在する生活保護法の運用
面での水際作戦や、法第４条の補足性の肥大解釈は違憲の疑いがあると考え
る。
（３）今後の展望
　当面の制度の運用の改善として日本弁護士連合会は、①申請権の侵害（水
際作戦による追い返し）をやめさせること、②ホームレスに対する居宅保護
が可能であることを徹底すること、③「自立＝保護からの離脱」とする画一
的見方を廃し、実情に合わない形式的な就労指導に従わないことを理由とす
る保護廃止をやめさせること、④生活保護費削減方針を是正すること注25）を
あげている。
　日本弁護士連合会は生活保護法制の改正提言として、より積極的に生存権
を保障する内容を持つ生存権保障法制度を整備するのために、イ）生活保護
法を「生活権保障法」などのスティグマ（恥の烙印）のない名称に改めること、
ロ）保護開始時の資産保有の要件を緩和すること、ハ）所得と財産等の調査
の軽減、ニ）教育扶助の範囲を高等教育まで拡大すること、ホ）苦情相談の
ための第三者機関の設置、ヘ）補足率等の貧困調査注26）、などを挙げている。
　橘木俊詔氏もわが国の生活保障の問題点として、第１に資産調査を伴う
資格検査、第２に申請の手続の複雑さ、第３に扶養義務制度、第４に勤労
の強い勧め等、生活保護を受けるための基準がとても厳しい、と主張され
ている。注27）
　経済不況のための財政悪化のしわ寄せを弱者に押し付けることは決して許
されない。生活保護制度は憲法25条の理念に基づくものであって、行政から
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国民への「施し」でもなく、国民の権利である。貧困は「自己責任論」で処
理できる問題ではない。
　他の社会保障制度のような業界圧力団体（医師会、製薬業界、製剤師会等）
がなく、支給者に対する応援団体が少ない今日であるが、最近このような弱
者支援の団体が誕生し、支援を続けていることは力強い限りである。（たと
えば湯浅誠氏中心のＮＰＯ法人自立生活サポートセンター・もやい等）
　しかし、政治（行政）が真剣に取り組むことが最も重要であり、政権交代
によって誕生した鳩山内閣は、マニフェストで母子加算廃止を取りやめると
主張されており、新政権の憲法尊重、人権尊重の「友愛」の政治実現を心よ
り祈る次第である。
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